











今 日は,「経済 のサー ビス化」 と呼 ばれるよ うに,サ ービス産業 の成長が著
しい時代である。 この傾向は,い わゆる先進国全般に見 られるものである。就
業者構造か ら判断すれば,ア メリカが最 もサービス化が進んでお り,次 いで イ
1)
ギ リス,フ ランス と日本が同程度で第3位 の位置にあるといえる。 ところで,
これ までサービスに関する研究 は必ず しも積極的に行 われて きた とはいえない。
この理由 としては,① サービスが物財 と同 じような重要性 を持たない と考えら
れて きたこと,② サー ビス産業 には多 くの業種が含 まれてお り,全 体 を分析す




しか しなが ら,ま す ますサ ー ビス化が進展す る今 日,「サービス」 を管理す
ることの重要性 またその必要性が高 まって きた。サービスの原価 を把握 し,経
92-一 「経 理 知 識一
営管理 に有 用 な情報 を提供 しよ うとす る動 き もそ の ひ とつ であ る。 キ ャブ ラ ン
(R.S.Kaplan)によれ ば,サ ー ビス産 業 にお け る規 制緩 和 の動 き も,サ ー ビ
3)
スの原価 を算定する必要性 を高めたひとつの理由であるとい う。
そこで本稿 では,物 財 を生産す る製造業 を対象 として発展 して きたいわゆる
従来の原価計算諸技法が,サ ービス財の原価計算 を実施 してい く場合に も,適
用可能であるのか どうか,ま た新たな計算 システムが必要であるならばそれは
どの ようなシステムであるべ きか,と いった観点か ら,サ ービス財の原価計算
につ いて考察 を加 えてい く。
なおその際,サ ービス化が最 も進んでいるアメ リカでの研究者であるデ ィア
デ ン(J.Dearden)の見解 を中心 に,わ が国に も共通する普遍的な理論の抽 出
に努めることにす る。 こうした観点か ら,本 稿では,サ ー ビス産業の中の特定
の業種 を取 り上げてサー ビスの原価計算を考察 してい くのではな く,サ ー ビス
お よびサー ビス財 を規定 したうえで,製 造業 との相違か らサービス財の原価計
4)
算 につ いてみ てい くこ とにす る。
皿 サー ビスおよびサービス財の定義
従来 よ り 「サービス」 とい う用語 は,様 々に定義 され また解釈 されて きた。
本稿 で は,野 村清氏 の定義 に従 い,利 用 可能 な諸資源 を 「もの」(これに は
「人」「物」 「システ ム」が含 まれる)と 呼 ぶのに対 して,「サ ービス」 とは,
5)
利用可能 な諸資源が有用 な機能を果たすその働 きであると定義す る。つ ま り,
「経済客体である物や システムが,経 済主体 に対 して 『有用な働 き』 をす る行
6)
為概 念」 をサ ービス と呼ぶこ とにす る。
つ いで,「もの」 と 「サ ー ビス」 との概念 に対応 し,原 価 計算対 象 となる
7)
「物財」 とTサ ービス財」 につ いて もここで明確 に してお く。物財 とは,市 場
で取 引 される 「もの」であるのに対 し,サ ービス財 とは,同 じく市場で取引 さ
れ る 「サ ー ビス」である と定義 され る。その本質的 な相違 は,「広義の物財」
が,所 有権の移転 をともない売買 されるのに対 し,Tサービス財」は,そ の機
能のみが売買 されることにあるといえる。 また,広 義の物財 は,時 間 と空間 と
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を超 えて存在 す るの に対 し,サ ー ビス財 は,あ る一定 の時 間 と空 間にのみ存在
しうる ものであ る(図 表1参 照)。
図表1広 義の物財とサービス財の本質的相違
広 義 の 物 財 サ ー ビ ス 財
交 換 対 象 もの(物 とシ ステ ム) サ ー ビス
交 換 形 態 所有権の移転 機能のみの授受
会 計 概 念 資 産(ス ト ック) 支 出(フ ロ ー)
時 間 概 念 時間を超えて存在 ある一定時間に存在
空 間 概 念 ・ 空間を超えて存在 ある一定空間に存在
出所:田 中滋監修 野村清著 『サービス産業の発想と戦略 一モノか
らサービス経済へ一」電通 平成元年43頁
また,野 村氏 によれば,・サ ニビス財の本質的特性 は,① 時間 ・空間の特定性
と②非 自在性 にあ り,そ の基本特性(物 財 との比較の観点か ら)は,① 非貯蔵
8)
性,② 無形性,③ 一過性,④ 不可逆性,⑤ 認識の困難性 にあるという。
ところで,サ ー ビスの原価計算 を考察 してい く場合,上 述 したサービス財 の
特性 から考えな ければならない特徴 と,(その特性 に起 因す ることも含めた)
サービス産業全体 としての一般的特徴がある といえる。そこで,次 章では,サ
ービスの原価計算 を検討 してい くうえで,重 要 と思われるサービス産業の特徴
について考察 してい く。
皿 サービス産業の特徴
一口にサー ビス産業 とい って も,そ の概念規定 は必ず しも明確に行なわれて
いるとはいえない。 というの も,上 記の定義 どお り,物 的産業 は100%物財 を
提供 し,サ ービス産業では100%サー ビス財 を提供す るといった例は,現 実 に
の
は稀だからである。つ まり,ほ とんどの産業 において両方の側面 を持 ち合わせ
ているのであるが,そ れ を何 らかの基準 によ り,いずれかに分類 ・整理 してい
10)
るのである。本稿では,サ ービス産業 を正確 に分類するこ とを目的 としない。
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ここではデ ィアデ ンの見解 に従い,物 財 を提供す るサ ービス産業(例 えば,卸
11)
売業,小 売業)と 無形財 を提供するサー ビス産業 とに大 き く区分 し,原 価計算
との関連か らその特徴 を考察 してい く。,
(1)物財 を提供す るサ ービス産業の特徴
デ ィ ア デ ン に よ れ ば,サ ー ビス 産 業 と製 造 業 との 相 違 は,生 産 機 能
(preductionfunction)にあ るとい う。 そ して また この相違 が,両 者の会計 の
▲2)
相違 をもた らしたのであるとい う。物財 を提供するサー ビス産業 においては,
13)
生産機能が な く,単 に配給機 能(derlveryfunction)があるだけであ る。 した
がって,こ の種の産業 は,製 造業 における生産過程終了後の状況 と基本的には
何 ら相違がないといえる。原価計算 の側面か ら考 えた場合 も,製 造業 において
発展 して きた本来の原価情報(お よびその諸技法)が その まま利用 され うると
14)
考え られる。つ ま り,物 財 を提供す るサ ービス産業の原価計算 を考 えた場 合,
それは製造業 における原価計算の延長線上にあるといえる。
(2)無形財 を提供す るサ ービス産業の特徴
物財 を提供す るサービス産業の原価計算には,従 来か らの原価計算 と何 ら相
違がなかった今,問 題 となるのは無形財(こ れは,時 間 と空間が特定 された在
庫不能 なサービス財 を意味す る)を 提供す るサー ビス産業(以 下,こ の種 のサ
ー ビス産業 を,単 にサー ビス産業 と呼 ぶ。)である。以下で はこの種のサ ービ
ス産業 を中心 に,そ の特徴 を,前 章で考察 した財特性 も含めて,次 の5つ の観
点か ら検討 してい く。①在庫が存在 しないこと,② 労働集約的組織であること,
③標準製品でないこ と,④ アウ トプ ッ トの測定が困難…であ ること,⑤ 比較的小
規模 な組織であ ること。
① 在庫が存在 しない こと
物断においては,原 則 として,製 品 を在庫 として保有 してお くことがで きる
ため,需 要の季節変動や短期 的な時間的 ・数量的変動 に も対応することが可能
15)
となる。つ ま り,在 庫が生産 と販売 のバ ッファーとな り得 るのである。 しか し





サ ービス産業 は,概 して,労 働 集約 的産業である といえ る。(もちろん,鉄
道業 に見 られるような資本集約的産業 も多分に含 まれてい るが。)こうした組
17)
織で は,特 別な教育 を受 けた人間が最 も重要な資産 となる。 また,情 報産業の
発展が著 しい今 日,ま す ます,人 的資源 の比率 の高い産業が伸 びて くることは
想像 に難 くない。そ うした中,最 近では,人 的資源の評価 を試みる会計担 当者
・も現 れて きている。 また,わ が国で も,若 杉明教授が指摘 されているように,




物財 を生産す る製造業において さえ,多 品種少量生産化や製品 ライフサ イク
ルの短縮化 により,製 品の標準化が困難 な今 日,サ ー ビス財 を標準化す ること
はその特性 か らも極めぞ難 しい といえる。 もちろん,標 準化 を進めてい くこと
は管理の側面か らは重要であるが,あ ま りに画一化 されマニ ュアル化 されたサ
「ビスの提供 は,顧 客の購買意欲 を減退 させる結果 を招 きかねない。 この点 に
ついて は,各 企業で慎重 な分析が必要 となろう。
④ アウ トプ ットの測定が 困難であること
サ ービス財 は,原 則 と して,そ の数量 お よび品質 とも客観的に測定すること
が困難であ る。物財 は,そ の数量(例 えば,工 作機械 製作会社 における生産台
数)を 客観的に測定 で きる と同時に,そ の品質 を事前 に検査す ることが可能で
あ る。 したがって,不 良品等 が発生 した場合 には,顧 客の手 に渡る前 に製品 を
19)
回収す ることも可能 となる。
一方サ ー ビス財 は,ま ず,そ の数量 を測定す るこ とか ら して困難である。例
えば,医 師 による治療行為 を考えた場合,そ の患者数(さ らに細 分 して,病 名
コゆ
別患者数)が サ ービスの客観的な数量 とは決 していえないであろ う。 さらにサ
・一ビス財 の場合 は,そ の品質 を測定す ることが非常 に困難であ る。多 くのサー
ビスは事前 にその品質 を検査す ることが不可能である。 これは,先 にも述べ た
とお り,サ ー ビスは原則 として,そ の時間 と空間が特定化 され生産 と消費が同
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時 に行 われるか らである。 したが って,精 々サ ー ビスが提供 されているその現
21)
場で管理 してい くしかないのであ る。
⑤ 比較的小規模 な組織 であること
サ ービス産業に属す る個 々の企業体 は,一 部の例外 を除 き,比 較的小規模 な
組織が 多い といえる。 これは,上 述 した とお り,サ ービス財 には空 間的特定が
あ り,原 則 として 「需要者立地」 を取 らざるをえないため,そ の需要吸収力 に
22)
限界があ り,ス ケール ・メ リットが生か しず らいためであ る。 また,こ れ との
関連でデ ィアデ ンは,サ ービス産業はほ とん ど外国 との競争がないため,計 画
23)
設定は比較的容易であると述べている。
以上,サ ービス産業の特徴 を簡単 に見て きたが,次 章で は,こ うした特徴 を
踏 まえた うえで,サ ービスの原価計算の問題点や限界 について考察 してい く。
Nサ ー ビス(財)の原価 計算
1サ ー ビ ス 財 の 原 価 計 算 の 可 能 性 一 製 造 業 と の 比 較 一'
デ ィ ア デ ン に よ れ ば,製 造 業 に お い て 製 品 原 価 情 報 は,(1)棚卸 資 産 評 価
(inventoryvaluation),(2)原価 管 理(costcontrol),(3)短期 計 画 設 定(short-
termplanning),(4)製品 収 益 性 分 析(productprofitabilityanalysis)の4つの
24)
目的の ため に用 い られ る とい う。 しか しなが ら,サ 一ー・ビス 産 業 に お い て は,(1)
　ヨハ～(3)の目的のため には適切な原価情報 は提供 されえない とも述べ ている。そこ
で,以 下では,デ ィアデ ンの見解 に従 いなが ら,物 財 を対 象 とした原価計算 と
比較す る形で,サ ー ビス(財)の原価計算の特徴 を考 察 してい く。
(1)棚卸資産評価 について
元来原価計算 は,仕 掛品原価 や完成品原価 を正確 に算定す るとい う目的(財
務諸表作成 目的)の もとに発展 して きた といえる。 この意味か らも,在 庫 を有
す る製造業においては,原 価 を製品原価 と期 間原価 とに区分することは,必 要
不可欠 なことである。 しか しなが ら,サ ー ビス産業 において は,評 価すべ き在
26)
庫 を有 しないので,製 品原価 と期 間原価 との区分は何 ら意味 を持 たな くなる。
つ ま り,す べての原価 は期間原価 となるのである。
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この ように,サ ービス財の原価計算 において は,財 務諸表作成 の観点か ら製
品別原価 を算定す る,い わゆる制度 としての原価計算 を適用す る必要 もなけれ
ば,ま たその要請 もなされていないといえる。
(2)原価管理 について
製造業 において,従 来 より原価管理 は,標 準原価 を適用することによ りその
成果を上げて きた。 しか しなが ら,サ ー ビス産業 においては,次 の2点 か ら原
則的に標準原価の適用 が困難であると考 えられ る。
① 産出 されるサ ービス財(製品)が標準製品でな く,し か もその数量 ・品質
の測定が困難であること。
② 発生する原価の多 くは間接費であ り,し か もその大部分が固定費である
こと。
まず① についてであるが,本 来標準原価による管理は,生 産設備が安定 した
状況で,反 復的な作業が行 なわれ ることを前提 として発展 して きた管理技法で
ある。今 日では,製 造業において さえも,多 品種 少量生産形態への移行等 によ
り,そ の適応をめ ぐり議論がな されている。 この意味か ら,す でに前章で指摘
したとお り,標 準化が困難であ り,か つその数量 や品質が客観的に測定 しに く
いサービス財 に標準原価 を適用することは難 しい といえる。
ついで② についてであるが,こ れ も本来標準 による管理 は,原 価の うちで も
変動費と しての直接材料費 と直接労務費の管理 に,特 にその有効性 を発揮す る
27)
といえる。 しか しなが ら,サ ービス産業 においては,ま ず原価総額 に占める直
接材料費の割合は極めて小 さいといえる。 また,労 働集約的な産業が多いわ け
であるか ら,確 か に労務費の占める割合は大 きい といえるが,デ ィアデ ンによ
ればその大半 は短期的 には固定 費であ り,ま たその他の間接 費 もほ とんどが固
28)
定費であるとい う。 こうした状況 はわが国で も同様 であ り,図 表2か らもわか
るとお り,サ ー ビス産業 に含 まれる業種 は,概 して固定費の割合が高い といえ
29)
る。なお,卸 売 ・小売業 は極 めて変動 費の割合が高いが,前 章で述べた とお り,
この業種 は在庫が可能な特異 なサービス産業であ る。 この業種 では製造業で用
いている原価計算技法が等 しく適用可能であるので,こ こで は改めてこれ以上
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取 り上げない。
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図表2産 業別原価構成比
変動費 固定費 合 計
全 産 業 77.9% 22.1% 100%
製 造 業 68.8 31.2 100
運 輸 業 26.8 73.2 100
不 動 産 業 67.2 32.8 100
サ ー ビ ス 業 13.2 86.8 100
卸 売 ・小 売 業 96.1 3.9 100
出所:通商産業省産業政策局編 「わが国企業の経営分析 一業
種別統計編一』大蔵省印刷局 昭和62年度版より作成
こ うした点か ら総合的に判断 して,サ ー ビス産業へ の標準原価の適用 はかな
り問題点を残 してお り,一 般的にはかな り困難であると考 える。
多品種少量生産化 や製品 ライフ ・サ イクルの短縮化 に伴 い,製 造業 において
も,標 準原価 に代 わ り予算 による管理が重視 されて きたの と同様 に,サ ービス
産業において も予算による実質的な原価管理 を実施 してい くことが必要である
30)
と考える。
しか しなが ら,サ ー ビス産業の中には,業 務の標準化(マ ニ ュアル化)を 押
し進めるとともに,変 動費 としての直接労務費の割合 が高い業種(例 えば,フ
ァース ト ・フー ド業等)も ある。 こうした業種では,今 後,ま す ます標準原価
による管理の重要性が高 まってい くもの と考え られ る。
ところで,サ ー ビス産業の中には,当 然資本集約的な業種 も含 まれてい る。
この種の組織では,労 働集約 的組織 に も増 して固定費(し か も,コ ミテ ッ ド・
31)
コス ト)の割合が高 く,原 価管理 は極めて困難である とい える。 したが って,
こうした組織で は,設 備投資時の意思決定 とその後の設備の稼働率が重要 な問
題 となる。つ まり,サ ービス産業で は,需 要の時間的 ・数量的変動 に直面す る
ため(製 造業で は,在 庫 に よる調整が利 く〉,生産能力 をどの程度 に設定すべ




従来よ り短期的な意思決定 には,原 価 を変動費と固定費 とに分解 し,売上高
からまず変動費を控除 し限界利益 を算出することにより,適切な情報 を提供 し
てきた。いわゆる直接原価計算の適用である。 これは,デ ィアデ ンによれば,
多 くの製造業において,製 造原価の うち60・一一90%が変動費で占められているこ
32)
とによりこの技法が有効かつ必要であったとい う。
ところが、昨今では製造業において さえ も、FA化等 によ り固定費が増大 し
33)
てお り,直接原価計算の有効性 に疑問や異議が投げ掛けられている。上述 した
ように,固 定費の割合が非常 に高いサービス産業にあっては,直 接原価計算の
適用は,短 期計画設定の観点 からそれほど有効なものであるとは考えられない。




以上,デ ィアデ ンの見解 を中心に,3つ の観点か ら,製造業で用い られてい
る原価情報のサー ビス産業への適用可能性 について考察 してきた。必ずしも,
すべての点からサービス財の原価計算への適用が不可能であるとはいえない。
しか しなが ら,現 状ではその適用が困難であることや,製 造業の場合 と同様の
有効性が得 られるとは限 らないことは明 らかとなった。
2製 品収益性分析
デ ィアデ ンは,サ ービス産業において適用可能であ り,かつその有効性 を発
揮する従来か らの原価計算技法は,上 述 した4つ の うち,残 る製品収益性分析
35)




ここで は,満 足利 益 に達 しなか った製品 を認識す るために,製 品がその利
益率 に応 じて まず順 位づ け される。利益 が算 出 されなか った製品や利益率 が
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低か った製品は,な ぜ利益が低か ったのか,そ してその状況 を改善す るには
どうすべ きか を検討す るために更 に分析 され る。何 の改善策 も見当た らない
場合 には,当 該製品 を廃止すべ きか どうかの検討のための分析 が なされる。
② 計画設定指針(planningguide)
平均的な利益率 を上回 る高収益 な製品は,実 行可能 な拡張計画検討の ため
の基礎 とな る。
③ 趨勢分析(trendanalysis)
利益率の変化の分析 は,特 に利益率が下降 してい る場合 には,状 況が悪化
する前 に潜在 的な問題 を診断す るための手段 となる。
④ 価格指針(priceguide)
製品収益性分析 は、販売価格設定 の指針 と して も利用 され うる。
ところで,こ うした製品収益性分析 は,当 然の ことなが ら,あ る特定 の収益
か らそれに対応す る原価 を控除 し利益 を算定す ることを基礎 としてい る。 この
とき問題 となるのは,収 益 に対応 させ る原価 の決定であ る。デ ィアデ ンは,製
品収益性 分析 に とって関連原価 となるのは,固 有費(uniqecost)であ る とい
37)
う。 これ は,特 定 の製品(サ ー ビス)を 廃止 した場合 に,回 避可能 となる原価
を意味 している。その他 の原価 は,製 品の生産 や販売 に影響 されないので,無
関連原価 とな り,こ れ は共通費(jointcost)と呼 ばれ る。つ ま り,収 益 か ら
固有費 を控除 した貢献差益 のみが,製 品収益性分析 のための有効 な情報 とな り
38)
得 るのである。
なお,こ こで注意 しなければな らない ことは,固 有費 と変動費 との相 違で あ
る。変動費はすべ て固有費であ るが,固 定費の中にも直接,製 品 に帰属 しうる
固有費部分が含 まれてい るとい うことである。
デ ィアデ ンは また,こ う した製品収益性分析 は,多 段階的に実施 される とい
39)
う。つ ま りまず,最 も包括 的な単位であ る会社全体の収益性が分析 され,次 い
で製品 ライ ン,そ して製品 グループ,最 後に個 々の製品 の収益性 が分析 される
40)
ことになる。 これは当然の ことであるが,段 階が進 むにつれ,そ の単位 に帰属
しうる固有費の額は少額 とな ってい く。、現実に は,個 々の製品単位 で固有費 を
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認識す ることは困難であ り,多 くの場合,製 品グループ単位 までの収益性 を分
41)
析す ることが可能である といえる。
いずれに して も,サ ー ビス産業において製品収益性分析 を適用す ることは,
当該サービス(グ ループあるいはライン)の 販売政策上非常 に有効であるとい
える。
Vお わりに
以上,サ ービス財の原価計算 を,主 として物財 の原価計算 と比較す る形 で検
討 して きた。確かに,物 財の原価計算 と比べれば,サ ー ビス財の原価計算 の現
状 は遅れているといえる。 これは,も ともと 「もの」中心 の社会か ら,サ ービ
ス社会へ と移行 して きたのであるか ら,基 本的には当然の状 況である。問題 と
なるのは,サ ービス財の原価計算 を開発 ・構築するうえで,物 財の原価計算の
場合には直面 しなか ったような,根 本的な問題が存在す るのか どうか とい うこ
とである。
すなわち,サ ー ビス財 と物財 との財特性の相違 から くる原価計算上 の問題 に
は,基 本的に新たな概念や計算 システムを開発するか,も しくは従来の システ
ムに大 きな手 を加 えなければならない といえる。一方,サ ー ビス財の財特性以
外 の理由によ り,サ ービス産業の研究が遅れていることに起 因する原価計算上
の問題は,本 来,こ れ とは全 く性質の違 うものである。
ここで改めて検討 してみるならば,ど ち らか というと後者 に起 因する原価計
算上の問題のほうが大 きいので はないのか と考える。つ ま り,サ ー ビス産業で
の原価計算の開発が遅れた理 由に して も,そ の大 きな理由 としては次 の3点 が
考 え られるか らである。
① サー ビス産業にはい くつ もの業種が含 まれてお り統一・的な計算 システム
が構築で きない こと。
② サービスの重要性 に対する認識が物財 に比べ て遅れていた こと。
③ サ ービス産業には公侯性の強い業種が多 く,必 ず しも極大(目 標)利 益
達成のための最小原価追求の考 え方が導入 されなか ったこ と。
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もちろん,サ ービス財の財特性である,ア ウ トプ ットの測定が困難であるこ
とも,大 きな理由には違いないといえるが。
こうした点から,サ ービス財の原価計算は,本 稿で取 り上げた問題に して も,
基本的には物財の原価計算の発展方向と同一の線上にあると考える。その意味
では,サ ービス財の原価計算は,物 財の原価計算 と対 をなす ような全 く別の原
価計算であるとい うようなことでは決 してない。 しか しなが ら,サ ービス産業
には製造業に比較 して種々多様な業種が含 まれているので,そ うした業種間の
相違 を明確 にし,業種あるいは個別企業単位の原価計算のあ り方を検討 してい
く必要 もある。それによ り,サービスの原価計算 は,何 系列かに分類 されうる
か もしれない。
なお,も ちろんサご ビス財の原価計算にのみ関連す る問題 もある。最大の問
題は,無 形かつ一過性のサービス財(製 品)の 数量 と品質をいかに認識測定す
るか とい うことである。この問題に一般論 として答えを出すのは困難である。
やは り,個 々の業種 を取 り上げて個別に検討 してい く必要がある。
一 サ ー ビス(財)の原 価計算一 結一 103
注1)こ こに示 した図表の うち,「第3次 産業ほか」が必ず しもいわゆるサービス産
業 と一致 しているとはいえないが(注10)参照),一つの目安として示 してお く。
就業人ロの業種別構成比
第1次 産業 第2次産業 第3次 産業ほか 合 計
1982年 3.6% 27.2% 69.2% 100%
米 国
1987年 2.9 26.0 71.2 100
1982年 1.7 33.9 64.4 100
イギ リス
1987年 1.5 29.1 69.4 100
1982年 8.0 33.1 58.8 100
フ ラ ンス
1987年 7.0 29.4 63.6 100
亘982年 9.7 34.2 56.1 100
日 本
1987年 8.3 33.3 58.5 100
1982年 5.4 42.7 5L9 100
西 ドイツ
1987年 5.1 40.5 54.4 100
出所:日 本銀行調査統計局r日 本経済 を中心 とする国際比較統計』 日本銀
行1989年版 と1990年版 より作成
2)羽 田昇 史著1サ ー ビス経 済論 入 門 」 同文 館 昭和63年22-23頁。
3)こ れ は,1986年NAAの 会 議(議 題:「90年 代 の 原価 計 算」)に お い て キ ャ ブ
ラ ンが 述 べ た こ とで あ り,そ の 後,雑 誌ManagenentAccouting↓こ掲 載 され た 内
容 のr部 で あ る。(S.Jayon."CostAccountingforthe'90s",Management
AccountingJuly,ユ986,p.5&)
4)わ が 国 にお い て も,サ ー ビ スの 原 価 計 算 を取 り上 げ た 文 献 は,最 近 か な り見
受 け られ る よ う に な って きた。 その 中 で も,例 えば,サ ー ビス全 般 的 な特 徴 か
ら考 察 した論 文 と して,志 村 正 編 「経 済 の サ ー ビ ス化 と原価 計 算 」(『企 業 会
計』 第39巻第4号 昭 和62年)が あ り,ま た,特 定 の業 種 か らサ ー ビ スの 原
価 計 算 を取 り上 げ た もの と して,高 橋 安 史稿 「サ ー ビスの 原 価 計 算 一郵便
事 業 の ケー ス ー」(園 田平 三郎 編 著 「現 代 会 計 と原価 計 算 』 中央 経 済社 平
成 元 年 所 収)等 が あ る。
5)田 中滋 監 修 野 村 清 著 『サ ー ビ ス産業 の 発想 と戦 略 一 モ ノか らサ ー ビ ス
経 済 へ 一』 電 通 平 成 元 年38頁 。
6)T同 書j39頁 。









シス テ ム的 サ ー ビス財
8)田 中監修 野村著 『前掲書』61-74頁。
9)『 同書』121頁 。
10)日本標準産業分類 によれば,次 のように分類 される。 この うちG～Mが 一般
に第3次 産業 と呼ばれる産業群である坑 サービス産業 として考えた場合には,
Gに属する産業の取扱いが問題 となる。私見 としては,一 応H～Mま でをサー
ビス産業 として考えている。
日本標準産業分類(1984年1月改訂)
大 分 類 中分類 小分類 細分類
A農 業 1 9 15
B林 業 1 5 10
C漁 業 2 5 20
D鉱 業 4 14 59
E建 設 業 3 20 47
F製 造 業 23 161 588
G電 気 ・ガ ス ・熱 供 給 ・水 道 業 4 6 10
`
H運 輸 ・ 通 信 業 8 32 55
1卸 売 ・ 小 売 業,飲 食 店 12 54 150
J金 融 ・ 保 健 業 8 22 72
K不'動 産 業 2 5 9
Lサ ー ビ ス 業 25 113 221
'M公 務(他 に分類 されな
い もの) 2 5 5



















18)若 杉 明 稿 「ソフ ト化 社 会 と会 計 の 対 応 」(若 杉 明 編 著 「ソ フ ト化 社 会 と会













29)こ の 統 計 は 、 昭 和62年4月1日 か ら 昭 和63年3月31日 ま で の 間 に 決 算 期 が 到
来 し た 各 企 業 の 有 価 証 券 報 告 書 を も と に 作 成 さ れ た もの で あ る 。 な お 、 変 動 費
と 固 定 費 の 割 合 は 、 売 上 高 変 動 費 率 と売 上 高 固 定 費 率 を 用 い て 算 定 した 。 ま た 、
こ の 表 の サ ー ビ ス 業 に は 、 映 画 会 社 、 リ ー ス ・信 販 会 社 お よ び そ の 他 の サ ー ビ
ス 業(TV局 、 ホ テ ル 、 旅 行 会 社 等)が 含 ま れ て い る 。
30)観 点 は 異 な る が 、 ア メ リ カ に 次 い で サ ー ビ ス 化 が 進 ん で い る イ ギ リ ス で も 、




31)志 村 稿 「前 掲 論 文 」62頁 。
32)J.Dear(len,"Costaccountingcomestoserviceindustries,"p.134.
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33)例 え ば,佐 藤 康 男 稿 「管 理 会 計 の 変 革 は あ り う る か 一工 場 のFA化 に つ れ
て 一」T企 業 会 計j第39巻 第11号 昭 和62年23頁 。






40)ibid,pp.137-138.なお デ ィ ア デ ン は ,こ こ で い う 製 品 の 例 と して,銀 行 に お
'ける 当 座 預 金 口 座
,航 空 会 社 の 空 路 お よ び 保 険 会 社 の 保 険 種 類 を挙 げ て い る 。
ま た,製 品 グ ル ー プ と は 関 連 す る 製 品 の グ ル ー プ を い い ,製 品 ラ イ ン と は 関 連
す る 製 品 グ ル ー プ の い くつ か の ま と ま り を指 す 。(ibid。P.136.)
41)」.Dearden:ManagementAccounting,p.554、
